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━平成27年度向け合理化及び市民窓口改善事業等について━ 

 

１月 28日午後４時から午後５時 15分まで、中央公民館視聴覚室において、平成 27年度向け合

理化及び市民窓口改善事業等に関する交渉を行った。 

 

◎今回の交渉の主な目的 
平成 26年９月 24日に提案した平成 27年度実施に向けての合理化等の事務事業の見直しについ

て協議を重ねるとともに、コンビニ交付等市民窓口改善事業について提案し協議を行った。 

 

◎組合への提案 
（提案メモ）コンビニ交付等市民窓口改善事業について               別紙 

 

◎具体的な交渉内容 

１ 平成27年度向け合理化等について 

協議の要旨 

平成26年９月24日に提案した合理化等提案項目について、支部での協議の確認を行った。 

組合の主張 当局の回答 

総合センターの管理運営業務並びに園田東会

館管理運営業務及び地域住民交流促進業務の

見直しについて 

組合としても、見直し内容の大要については

理解している。ただし、市民サービスの低下を

招くことのないよう、いくつかの項目で現場か

ら挙がっている声について引き続き支部で協議

していきたいと考えているが、当局もそれでよ

いか。 

 

 

 

そのように考えている。 
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特に園田東会館で実施している地域住民交流

促進業務の委託に際しては、これまでも人権課

の戸ノ内担当が実施してきた経緯を踏まえて、

委託先団体の指導等にあたっていただきたい。

仮に締結した委託契約の不履行といった事態に

陥るようなことがあれば、組合としても意見し

ていくつもりである。 

組合からの意見については、十分原局に伝え

ておく。 

小学校給食調理業務の見直しについて 

前年度の合意事項を踏まえた提案であり、基

本的には理解しているが、臨時的任用職員の雇

用についても保障していただきたい。 

 

臨時的任用職員については、給食調理業務に

限らず、任用期間を定めて当該期間内に限った

任用としているところであり、当該期間経過後

についてまで雇用を保障するのは難しい。 

組合としては、小学校給食調理業務を全て委

託してしまうと、調理現場の声を汲み取ること

ができなくなり、学校給食の改善ができなくな

るおそれがあることから、直営校を残すべきで

あると考えている。 

小学校給食調理業務について、既定の委託方

針を踏まえて取組みを進めていく考えに変わり

ない。また、委託校については、保護者等に対

するアンケート結果を踏まえるなどして、常に

内容の向上等に努めており、直営でなければ学

校給食の改善ができないということはない。 

場内整備業務の見直しについて 

これまで場内整備業務に係る短時間勤務職員

の欠員が常態化しているという事実を考慮する

中で、見直し内容については一定理解したとこ

ろである。しかし、最近になって、校務員だっ

た者の中に場内整備業務の再任用に空きがある

のであれば従事したかった者もいるという話を

聞いた。再任用の就労意向調査の実施にあたっ

ては、再任用ポストにどのような業務があるの

かを広く周知したうえで、希望を聞くなどすべ

きではないか。 

 

再任用就労意向調査では、特段業務を限定す

ることなく本人の希望等をお伺いしている。 
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収集体制の見直しについて 

燃やすごみの収集日数を週３日から週２日に

変更した際に、現場の混乱防止の観点から、ご

み量の減少が見られるまでの間は収集車両台数

を29台ではなく30台とするよう組合が要求し

た経緯もあることから、実際にごみ量が減少し

ている以上、今後 29台としていくことはやむ

を得ないものと考えている。それまでの間の減

車１台分の欠員については、どのように対応す

るつもりか。 

 

正規職員の退職動向を踏まえた提案内容とし

ており、平成 29年４月の実施までの間は正規

職員を補充することなく対応していく予定であ

る。 

収集業務に関する直営比率 35％については

維持するのか。 

現時点でその比率を変えるような考えはな

い。 

自転車等駐車場管理運営業務及び放置自転車

対策業務の見直しについて 

支部協議において一定合意に至っている。そ

の中で、当該職場における嘱託員の雇用確保に

ついても確認しており、全庁的に対応するなど

内容遵守をお願いしたい。 

 

 

当該嘱託員に係る今後の職場等については、

現在検討を行っているところである。 

課題解決への方向性 
組合は総合センターの管理運営業務、園田東会館管理運営業務及び地域住民交流促進業務の見

直しについては、引き続き支部での協議を進めていくこととした。また、その他の事項について

は、これまでの交渉を踏まえ一定の判断を行うこととした。 

 

２ コンビニ交付等市民窓口改善事業について 

協議の要旨 

  当局からコンビニ交付等市民窓口改善事業の具体的内容について説明した後、協議を行った。 

  提案項目は次のとおり。 

① コンビニ交付サービスの実施 

② 自動交付機の設置 

③ ３サービスセンターの土曜日開庁 

④ 窓口業務の委託 

⑤ 登録型本人通知制度の実施 

⑥ 申請等における郵送方式の採用 

⑦ 証明コーナーの廃止 
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組合の主張 当局の回答 

この見直しに係る効果額は。 人件費については２億6,500万円程度の削減

となるが、一方でシステム導入等のランニング

コストが想定されることから、平準化した効果

額としては、平成 33年度に 7,200万円程度を

見込んでいる。 

見直しに伴う定数減の詳細は。 正規職員については、平成 28年度は、市民

課の窓口担当で６人、戸籍担当で２人、阪神尼

崎サービスセンターで１人、ＪＲ尼崎サービス

センターで３人、阪急塚口サービスセンターで

５人の定数減となるが、市民課の管理担当で１

人の定数増もあることから、定数減は計 16人

となる。また、平成 29年度は、証明コーナー

で９人の定数減となる。 

短時間勤務職員については、平成 28年度

は、市民課の窓口担当で１人、戸籍担当で２

人、阪神尼崎サービスセンターで２人、ＪＲ尼

崎サービスセンターで２人、阪急塚口サービス

センターで３人の計 10人の定数減となる。ま

た、平成 29年度は、証明コーナーで８人の定

数減となる。 

どのような根拠に基づいてその人数となった

のか。 

法律上可能な範囲に限定して委託する業務を

整理したうえで、当該業務の現在の事務量から

判断したものである。 

その定数査定にあたっては、現在の申請件数

等から事務量を判断しているものと思われる

が、今後設置されると聞いている窓口一部委託

に向けたワーキングチームにおける検討の結

果、委託に伴う業務を精査した結果として、そ

の人数に増減が生じることはありうるのか。 

業務量の状況等によっては、人数の増減が生

じる可能性はあるものと考えている。 

証明コーナーはなくなるということか。 そういうことである。 

過去に支所の業務を整理した際に、本庁の負

担が増すことを想定して本庁の市民課等の職員

を増やした経過があるが、今回はそういった対

応をとらないのか。 

現在、証明コーナーで対応している相当程度

はコンビニ交付で対応していくこととなるよう

考えており、そういった対応は考えていない。 
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証明コーナーにおいては、高齢者や障害者に

限り、各種証明書の交付業務以外の業務も行っ

ている。当該業務については、コンビニ交付で

は対応できないが、この点についてはどのよう

に考えているのか。 

そういったことも踏まえて、証明コーナーで

行っている国民健康保険料の納付済確認票の発

行や高額療養費等の申請受付について郵送方式

を取り入れる予定としている。 

本市は以前に市民課の住民票入力業務で労働

局から偽装請負の指摘を受けた経過がある。今

回も同じようなことになるのではないか。 

兵庫労働局にも事前の協議・確認を行うな

ど、過去を教訓として偽装請負とならないよ

う、十分に注意を払っていく。 

以前は職員が混在しており、直接の指示がな

されたことが問題であったが、今回はパーテー

ションで確実に区切るなどして物理的に分離

し、指示が必要な場合は必ず代表者を通じて行

うよう周知徹底していく。 

パーテーションによる物理的な分離は以前も

行っていた。それにもかかわらず、偽造請負と

指摘されるに至ったことは十分に認識していた

だきたい。 

物理的な分離ができておればそれでよいとい

うものでないことは十分に認識している。過去

に偽装請負と指摘されたことを踏まえて、再び

そういった事態を招くことのないよう一層徹底

していきたい。 

今回の市民窓口委託については、過去の住民

票入力業務以上に困難が伴うと思われる。仮に

偽装請負と指摘された場合、その責任は当局が

とるという認識のうえでの提案ということでよ

いか。 

責任の範囲についてはそれぞれのケースによ

って判断されるものであるが、当局として責任

をもって提案しているものである。 

他都市でも同様の取組みが実施されているの

か。 

コンビニ交付については、平成26年12月時

点で、全国 91市町村で実施しており、近隣で

は西宮市、豊中市が既に実施している。また、

大阪市が平成27年１月に、神戸市が平成28年

１月に実施する予定と聞いている。他の取組み

についても他都市で実施している事例がある。 

現場に対して十分な説明がなされていない。

職員向けの説明会の実施についても検討してい

ただきたい。 

職員向けの説明会については、原局からも実

施の意向である旨確認している。 
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戸籍業務に対応していくには一定のノウハウ

を要すると聞いているが、それに対応できるだ

けの業者を選定できるかについては不安があ

る。また、サービスセンターにおいては、国民

健康保険や介護保険等も含めた横断的な対応を

しているが、委託によって市民サービスの低下

につながるおそれがあると考える。 

土曜開庁については、阪急塚口サービスセン

ター以外もかつては実施していたが、市民から

のニーズがなかったということで縮小してきた

経過があり、改めて拡充する必要はないのでは

ないか。加えて、マイナンバーカードやコンビ

ニ交付が普及すれば、自動交付機の設置につい

てもニーズは低いと考える。 

また、委託の時期についても市民課業務のみ

を先行させるのではなく、保健福祉を含む公共

施設再配置と合わせて全庁的に取り組まなけれ

ば無駄が生じるのではないか。 

これらの点を踏まえれば、今回の提案につい

て組合としては反対であるが、今後、支部での

協議には応じていく考えである。 

今回の取組みの趣旨は説明したとおりである

が、本日の交渉で出た意見については原局にも

伝えておくので、支部においても十分に協議し

ていただきたい。 

課題解決への方向性 
引き続き支部を中心に協議していくこととした。 

 

３ その他 

組合の主張 当局の回答 

交通局からの転籍についての状況はどうか。 交通局からは、現段階では一部の職員に対し

て個人ごとの面談が実施できていない状況であ

るが、それらの職員に対しても近々実施してい

くと聞いている。交通局での面談結果の状況等

を把握したうえで、総務局として具体的な対応

等を考えていきたい。 

組織の新陳代謝を考慮すると、交通局からの

職員の受入れにあたっては市長事務部局のみで

対応するのではなく、水道局も含めて対応する

という考えに変わりはないか。 

交通局からの職員の受入れにあたっては、市

全体で対応していくという考えに変わりはな

い。 

 以 上  
（給与課） 
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別紙 

コンビニ交付等市民窓口改善事業について（メモ） 

H27.1.28  

 

市民窓口業務におけるサービスの維持・向上に向け、以下の取組みを実施するとともに、

当該業務の運営経費の縮減を図る。 

 

１ 実施内容 

① コンビニ交付サービスの実施 

住基カード及びマイナンバーカードを用いて、全国のコンビニエンスストアにおい

て、戸籍全部・個人事項証明（戸籍謄抄本）、戸籍の附票の写し、住民票の写し、住

民票記載事項証明、印鑑登録証明書、市県民税課税額証明書の交付を行う。 

② 自動交付機の設置 

本庁及び３サービスセンターに自動交付機を設置し、コンビニ交付と同様の証明書

等の交付を行う。 

③ ３サービスセンターの土曜日開庁 

現行の阪急塚口サービスセンターに加えて、ＪＲ尼崎サービスセンター及び阪神尼

崎サービスセンターにおいても土曜日開庁を行うとともに、現行のサービスに加えて

印鑑登録・戸籍届出等の受付業務を追加する。 

これに伴い、勤務を要しない日（週２日）を日曜日及びそれ以外の１日に見直す。 

④ 窓口業務の委託 

本庁及び３サービスセンターの住記・戸籍・印鑑登録業務における受付及び証明書

等交付事務を民間事業者へ委託する。 

⑤ 登録型本人通知制度の実施 

住民票、戸籍証明が第三者等から請求された場合に、事前に登録している市民に対

し通知する制度を実施する。 

⑥ 申請等における郵送方式の採用 

現在、証明コーナーで行っている国民健康保険料の納付済確認票の発行や高額療養

費等の申請受付について郵送方式を取り入れる。 

⑦ 証明コーナーの廃止 

コンビニ交付等の実施に伴い、５証明コーナーを廃止する。 

 

２ 実施時期 

平成28年1月（①②③④） 

平成28年4月（⑤） 

平成29年4月（⑥⑦） 

 

３ 人員 

正規職員▲16人、短時間勤務職員▲10人（平成28年度） 

正規職員▲9人、短時間勤務職員▲8人（平成29年度） 

以 上  

 （給与課） 


